




北九州市エコタウンセンター条例 

○北九州市エコタウンセンター条例 

平成１３年６月１８日 

条例第２３号 

改正 平成１５年６月１９日条例第３５号 

平成１５年１２月１８日条例第６７号 

平成１７年１０月６日条例第５５号 

平成３０年６月２２日条例第４６号 

（設置） 

第１条 廃棄物等の再資源化、再使用、適正な処分及び発生の抑制（以下「廃

棄物等の再資源化等」という。）に関する学習及び交流の場を提供するとと

もに、環境への負荷の低減に資する技術の研究、製品の開発等の活動を支援

し、もって循環型社会の形成に資するため、北九州市エコタウンセンター

（以下「センター」という。）を北九州市若松区向洋町１０番地の２０に設

置する。 

（事業） 

第２条 センターは、次に掲げる事業を行う。 

（１） 廃棄物等の再資源化等に関する学習及び交流の場を提供する事業 

（２） 環境への負荷の低減に資する技術の研究、製品の開発等の活動を支

援する事業 

（３） 廃棄物等の再資源化等に関する理解を深める事業 

（４） 廃棄物等の再資源化等に関する情報の収集及び提供に関する事業 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事業 

（使用の許可） 

第３条 別表に掲げるセンターの施設及び設備（以下「センターの施設等」と

いう。）を使用しようとする者は、あらかじめ市長（地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者（以下「指定

管理者」という。）に使用の許可を行わせるときは、指定管理者。以下この

条及び次条において同じ。）の許可を受けなければならない。 

２ 次の各号のいずれかに該当するときは、市長は、前項の許可をしないもの



北九州市エコタウンセンター条例 

とする。 

（１） 公の秩序又は善良の風俗を害するおそれがあると認められるとき。 

（２） センターの設置の目的に反するとき。 

（３） センターの施設等を損傷するおそれがあると認められるとき。 

（４） 前３号に掲げる場合のほか、センターの管理上支障があると認めら

れるとき。 

（平１７条例５５・一部改正） 

（使用の許可の取消し等） 

第４条 次の各号のいずれかに該当するときは、市長は、使用の許可を取り消

し、使用を制限し、又は使用の停止を命ずることができる。 

（１） 前条第２項各号のいずれかに該当するとき。 

（２） この条例若しくはこの条例に基づく処分に違反し、又は関係職員の

指示に従わなかったとき。 

（３） 詐欺その他不正の行為により使用の許可を受けたとき。 

（平１７条例５５・一部改正） 

（使用料） 

第５条 市は、センターの施設等の使用につき、別表に定める使用料を徴収す

る。 

２ 使用料は、使用の許可の際納入しなければならない。ただし、市長が特別

の事情があると認めるときは、この限りでない。 

（平１７条例５５・一部改正） 

（使用料の減免等） 

第６条 市長は、公益上その他特に必要があると認めるときは、使用料を減免

し、又は使用料の徴収を猶予することができる。 

（使用料の不返還） 

第７条 既に納付した使用料は、返還しない。ただし、市長が特別の事情があ

ると認めるときは、この限りでない。 

（指定管理者） 

第８条 市長は、センターの設置の目的を効果的に達成するため必要があると



北九州市エコタウンセンター条例 

認めるときは、その管理を指定管理者に行わせることができる。 

（平１７条例５５・一部改正） 

（指定管理者の指定の手続） 

第９条 指定管理者の指定を受けようとするものは、市長が別に定める申請書

にセンターの管理に関する事業計画書その他規則で定める書類を添えて市長

に申請しなければならない。 

２ 前項に規定する申請があったときは、市長は、事業計画書の内容、事業計

画書に従いセンターの管理を安定して行う能力等を審査の上、最も適当であ

ると認めたものを指定管理者として指定する。 

（平１７条例５５・追加） 

（指定管理者が行う業務） 

第１０条 指定管理者が行うセンターの管理の業務は、次のとおりとする。 

（１） 第２条各号に掲げるセンターの事業（市長が別に定める業務を除

く。）の実施に関すること。 

（２） センターの維持管理に関すること。 

（３） センターの施設等（規則で定めるセンターの施設等を除く。）の使

用の許可に関すること。 

（４） 前３号に掲げるもののほか、市長が別に定める業務 

（平１７条例５５・追加） 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第１１条 指定管理者は、法令、この条例、この条例に基づく規則その他市長

の定めるところに従いセンターの管理を行わなければならない。 

（平１７条例５５・追加） 

（指定管理者の秘密保持義務） 

第１２条 指定管理者の役員若しくは職員若しくはその構成員又はこれらの者

であった者は、センターの管理に関して知り得た秘密を漏らし、又はセンタ

ーの管理の業務以外の目的のために使用してはならない。 

（平１７条例５５・追加） 

（委任） 
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第１３条 この条例に規定するもののほか、センターの管理に関し必要な事項

は、市長が定める。 

（平１７条例５５・旧第９条繰下） 

（罰則） 

第１４条 詐欺その他不正の行為により、使用料の徴収を免れた者は、その徴

収を免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相当する金額が５万円を

超えないときは、５万円とする。）以下の過料に処する。 

（平１７条例５５・旧第１０条繰下） 

付 則 

この条例は、平成１３年６月２７日から施行する。 

付 則（平成１５年６月１９日条例第３５号） 

この条例は、規則で定める日から施行する。 

（平成１６年規則第４号で平成１６年２月９日から施行） 

付 則（平成１５年１２月１８日条例第６７号） 

この条例は、規則で定める日から施行する。 

（平成１６年規則第５号で平成１６年２月９日から施行） 

付 則（平成１７年１０月６日条例第５５号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に地方自治法の一部を改正する法律（平成１５年法

律第８１号）附則第２条の規定によりなお従前の例により管理を委託してい

る北九州市エコタウンセンターの管理については、平成１８年９月１日（同

日前に地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定

に基づき北九州市エコタウンセンターの管理に係る指定をした場合には、当

該指定の日）までの間は、なお従前の例による。 

付 則（平成３０年６月２２日条例第４６号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の北九州市エコタウンセンター条例別表の規定

は、この条例の施行の日以後に許可を受ける使用に係る使用料について適用

し、同日前に許可を受けた使用に係る使用料については、なお従前の例によ

る。 

別表（第５条関係） 

（平１５条例３５・平１５条例６７・平３０条例４６・一部改正） 

区分 使用料 

施

設 

事務室 １平方メートルにつき月額２，０００円 

セミナールームA １時間又はその端数ごとに３，９００円 

セミナールームB １時間又はその端数ごとに１，９５０円 

セミナールームC １時間又はその端数ごとに１，９５０円 

セミナールームD １時間又はその端数ごとに２，４００円 

セミナールームE １時間又はその端数ごとに２，４００円 

実験室 １時間又はその端数ごとに１，５００円 

実験槽 １区画につき月額９０，０００円 

休憩室 １時間又はその端数ごとに２７０円 

設

備 

映像設備 １時間又はその端数ごとに２，２５０円以下の範囲内で

規則で定める額 

音響設備 １時間又はその端数ごとに７５０円以下の範囲内で規則

で定める額 

廃水処理設備 １日につき２，７００円 

備考 

１ 事務室及び実験槽の使用料については、使用の期間が１月に満たない場

合は、１月として計算する。ただし、使用を開始した月の使用料は、日割

計算とする。 

２ 営利を主たる目的としない使用に係る使用料の額は、規定使用料の額の

５割に相当する額とする。 
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○北九州市エコタウンセンター条例施行規則 

平成１３年６月２１日 

規則第３８号 

改正 平成１７年１０月６日規則第８６号 

平成２０年１０月２７日規則第６４号 

平成２６年１２月１２日規則第５９号 

平成３０年７月２５日規則第４５号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、北九州市エコタウンセンター条例（平成１３年北九州市

条例第２３号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

（供用時間） 

第２条 北九州市エコタウンセンター（休憩室を除く。）の供用時間は、午前

９時から午後５時までとする。 

２ 北九州市エコタウンセンター（以下「センター」という。）の休憩室の供

用時間は、次の各号に掲げる日に応じ、当該各号に定める時間とする。 

（１） 前日及び翌日が休館日である日 午前９時から午後５時まで 

（２） 前日が休館日である日（前号に掲げる日を除く。） 午前９時から

午後１２時まで 

（３） 翌日が休館日である日（第１号に掲げる日を除く。） 午前０時か

ら午後５時まで 

（４） 前３号に掲げる日以外の日 午前０時から午後１２時まで 

３ 前２項の規定にかかわらず、市長が特に必要があると認めるときは、供用

時間を変更することができる。 

（休館日） 

第３条 センターの休館日は、次のとおりとする。ただし、市長が特に必要が

あると認めるときは、これを変更し、又は臨時に休館日を指定することがで

きる。 

（１） 日曜日 
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（２） 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する

休日 

（３） １２月２９日から翌年の１月３日までの日（前号に掲げる日を除

く。） 

（使用申請の受付） 

第４条 条例第３条第１項の許可の申請は、使用しようとする日の３月前から

受け付けるものとする。ただし、市長（指定管理者に使用の許可を行わせる

センターの施設等に係る申請にあっては、指定管理者）が特に必要があると

認めるときは、この限りでない。 

（平１７規則８６・一部改正） 

（設備の使用料） 

第５条 センターの設備の使用料の額は、別表のとおりとする。 

（使用料の返還） 

第６条 条例第７条ただし書の規定に基づき、次の各号に掲げるときは、当該

各号に定める額を返還する。 

（１） 天災その他使用者（条例第３条第１項の許可を受けた者をいう。以

下同じ。）の責めによらない事由により使用できないとき 使用料の全額 

（２） 使用日（条例第３条第１項の許可を受けた使用の日をいう。）の４

０日前までに使用者が使用の取りやめを申し出た場合で市長が相当の理由

があると認めるとき 使用料の５割に相当する額 

（平１７規則８６・一部改正） 

（使用権の譲渡等の禁止） 

第７条 使用者は、センターを使用する権利を譲渡し、又は転貸してはならな

い。 

（設備の変更禁止） 

第８条 使用者は、センターに特別の設備をし、又は変更を加えてはならな

い。ただし、あらかじめ市長の許可を受けたときは、この限りでない。 

（平１７規則８６・一部改正） 

（原状回復の義務） 
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第９条 使用者は、センターの使用を終了したときは、直ちに、使用した部分

を原状に回復しなければならない。条例第４条の規定により使用の許可を取

り消され、又は使用の停止を命じられたときも、同様とする。 

（平１７規則８６・一部改正） 

（損害賠償の義務） 

第１０条 センターに損害を与えた者は、その損害を賠償しなければならな

い。 

（指定管理者の指定の申請に係る事項の公表） 

第１１条 市長は、センターについて指定管理者を指定しようとするときは、

申請の受付場所及び受付期間その他必要な事項をあらかじめ公表しなければ

ならない。 

（平１７規則８６・追加） 

（指定管理者の指定の申請の添付書類） 

第１２条 条例第９条第１項の規則で定める書類は、次のとおりとする。 

（１） 定款又はこれに準ずるものの謄本 

（２） 申請の日の属する事業年度の直前の事業年度における収支決算書 

（３） 現に行っている事業の内容及び実績を記載した書類 

（４） 事業計画書に係る収支見積書 

（５） 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（平１７規則８６・追加、平２０規則６４・一部改正） 

（指定管理者の指定の告示） 

第１３条 市長は、センターについて指定管理者を指定したときは、その旨を

告示するものとする。 

（平２６規則５９・追加） 

（指定管理者に使用の許可を行わせない施設等） 

第１４条 条例第１０条第３号の規則で定めるセンターの施設等は、事務室、

実験室、実験槽及び廃水処理設備とする。 

（平１７規則８６・追加、平２６規則５９・旧第１３条繰下） 

（指定管理者の事業報告） 
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第１５条 指定管理者は、毎年度終了後、その管理するセンターの管理の業務

に関し事業報告書を作成し、５月３１日までに市長に提出しなければならな

い。 

（平１７規則８６・追加、平２６規則５９・旧第１４条繰下） 

（委任） 

第１６条 この規則の施行に関し必要な事項は、環境局長が定める。 

（平１７規則８６・旧第１１条繰下、平２６規則５９・旧第１５条繰

下） 

付 則 

この規則は、平成１３年６月２７日から施行する。 

付 則（平成１７年１０月６日規則第８６号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成２０年１０月２７日規則第６４号） 

この規則は、平成２０年１２月１日から施行する。 

付 則（平成２６年１２月１２日規則第５９号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

付 則（平成３０年７月２５日規則第４５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の北九州市エコタウンセンター条例施行規則別

表の規定は、この規則の施行の日以後に許可を受ける使用に係る使用料につ

いて適用し、同日前に許可を受けた使用に係る使用料については、なお従前

の例による。 

別表（第５条関係） 

（平３０規則４５・一部改正） 

設備 使用料の額 

映

像

液晶プロジェクター １台につき１時間又はその端数ごとに２，２５０

円 
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設

備 

スクリーン １枚につき１時間又はその端数ごとに３００円 

ビデオカセットレコーダ

ー 

１台につき１時間又はその端数ごとに７５０円 

音

響

施

設 

ワイヤレスマイク 

（ハンド型） 

１式につき１時間又はその端数ごとに７５０円 

拡声装置 １台につき１時間又はその端数ごとに７５０円 
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 （趣旨） 

第１条 この要綱は、北九州市エコタウンセンター条例（平成１３年北九州市条例第 

２３号。以下「条例」という。）及び北九州市エコタウンセンター条例施行規則（平

成１３年北九州市規則第３８号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、北九

州市エコタウンセンター（以下「センター」という。）の管理運営に関し、必要な事

項を定めるものとする。 

 （施設の使用者） 

第２条 施設の使用者（以下「使用者」という。）は、廃棄物等の再資源化等に関する

学習及び交流並びに環境の負荷の低減に資する技術の研究、製品の開発等の活動を行

うことにより、循環型社会の形成に資することを目的として使用するものとする。た

だし、市長が特に必要があると認めるときは、この限りではない。 

 （使用申請） 

第３条 施設の使用を希望するもの（以下「使用希望者」という。）は、原則として、

あらかじめ「北九州市エコタウンセンター使用申請書」（様式１号から様式５号）を

市長（条例第８条に定める指定管理者（以下「指定管理者」という。）に使用の許可

を行わせるときは、指定管理者。以下次条及び第９条第１項において同じ。）に提出

しなければならない。 

 （諾否の決定及び使用許可の通知等） 

第４条 市長は第３条の申請があったときは必要な審査を行い、申請の諾否を決定する

ものとする。 

２ 市長は、管理上必要があると認めるときは、条件をつけて使用を許可することがで

きる。 

３ 市長は、使用を許可したときは、すみやかに「北九州市エコタウンセンター使用許

可書」（様式６号から様式１０号）を交付するものとする。 

４ 使用者は、使用を開始するとき、第３項の使用許可書を提示しなければならない。 

 （使用の取りやめ） 

第５条 施設の使用を取りやめようとする者は、「北九州市エコタウンセンター使用取

りやめ申請書（様式１１号）を市長に提出しなければならない。 

 （使用料の適用） 

第６条 使用料は、条例または規則に定める額を支払うものとする。ただし、市長が特

に必要があると認めるときはこの限りではない。 

２ 条例第６条及び前項ただし書の規定に基づき、別表に定めるところにより、使用料

を減免する。 

３ 使用料の減免を受けようとする者は、「北九州市エコタウンセンター使用料減免申



請書」（様式１２号）を市長に提出し、その許可を受けなければならない。 

４ 市長は、減免を許可したときは、すみやかに「北九州市エコタウンセンター使用料

減免許可書」（様式１３号）を交付するものとする。 

５ 条例別表「備考」の「営利を主たる目的としない使用」の適用を受ける者は以下の

者とする。 

(1) 国 

(2) 地方公共団体及びその他公共団体 

(3) 公共的団体 

(4) その他市長が特に必要があると認めた者 

 （使用料の納付） 

第７条 使用希望者は、使用許可の際、条例及び規則の定める使用料を納付しなければ

ならない。ただし、市長が特に必要があると認めるときはこの限りではない。 

２ 前項のただし書の規定により使用料を後納しようとする者は、「北九州市エコタウ

ンセンター使用料後納願」（様式１４号）を市長に提出し、その許可を受けなければ

ならない。 

３ 市長は、後納を許可したときは、すみやかに「北九州市エコタウンセンター使用料

後納許可書」（様式１５号）を交付するものとする。 

４ 第１項に係わらず月もしくは年単位で施設を使用する者については、毎月上旬に発

行する請求書に基づき前月分を請求日から３０日以内にまとめて支払うものとする。 

 （光熱水費等） 

第８条 月もしくは年単位で施設を使用する場合における光熱水費及び事務室を使用

する場合における共益費は、使用者の負担とする。ただし、市長が特に必要と認める

きはこの限りではない。 

２ 光熱水費は、使用者ごとにメーターを設置して使用料を徴収する。ただし、これに

より難い場合は、面積等を算定基礎として金額を定める。 

３ 共益費は、共用部分にかかる経費（設備保守・清掃・警備委託費）及び光熱水費を、

面積等を算定基礎として、定めた金額を徴収する。 

４ 光熱水費等の納付については、第７条第４項の規定のとおりとする。 

 （使用許可の不承認、取り消し等） 

第９条 市長は、次の各号の一に該当するときは、施設の使用を許可せず、使用の許可

をした場合においても使用の許可を取り消し、または使用を停止させることができる。 

(1) 公の秩序を乱し、または善良の風俗を害する恐れがあるとき。 

(2) センターの設置目的に反する使用であると認めるとき。 

(3) 使用する権利を譲渡し、または転貸したとき。 

(4) 建物、施設、設備等をき損する恐れがあるとき。 

(5) 犯罪行為または犯罪行為を讃え、あおり、そそのかす等の行為があると認め 



られるとき。 

(6) 危険物を伴う使用であるとき。 

(7) 偽りその他不正な手段で許可を受けたとき。 

(8) 施設管理者の指示に従わないとき。 

(9) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（以下、「暴対法」

という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）または暴力団員

（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）もしくは暴力

団員と密接な関係を有する者であるとき。 

(10) 県警察からの通報もしくは県警察への照会等により、暴力団または暴力団員も

しくは暴力団員と密接な関係を有するものであることが判明したとき。 

(11) その他、管理上支障があると認めるとき。 

２ 前項の規定に基づく使用の許可の取り消しまたは使用の停止によって、使用者が受

けた損害については、市（指定管理者が使用の許可の取り消し又は使用の停止を行う

ときは指定管理者。）は賠償の責めを追わない。 

 （設備等の制限） 

第１０条 使用者は、特別の設備をし、又は造作を加えようとするときは、あらかじめ

市長の許可を受けなければならない。 

 （職員の立ち入り） 

第１１条 使用者は、施設管理者が職務上立ち入るときは、これを拒むことが出来ない。 

 （委任） 

第１２条 この要綱の施行に関し、必要な事項は環境局長が別に定める。 

 

  付則 

  この要綱は、平成１３年６月２７日より施行する。 

  付則 

  この要綱は、平成１５年７月３０日より施行する。 

  付則 

  この要綱は、平成１６年２月 ９日より施行する。 

  付則 

  この要綱は、平成１８年４月１日より施行する。 

  付則 

  この要綱は、平成２３年３月１８日より施行する。 

付則 

  この要綱は、平成２８年４月１日より施行する。 

付則 

  この要綱は、平成３１年４月１日より施行する。 



付則 

  この要綱は、令和元年５月１日より施行する。 

付則 

  この要綱は、令和２年１１月１日より施行する。 

 

別表 

区 分 減免の対象となるもの 減免率 

市が主催する行事に使用する場合 

セミナールーム(A,B,C,D,E）、

休憩室、実験室、事務室、 

実験槽、映像設備、音響設備、

廃水処理設備 

１００％ 

市が共催する行事に使用する場合 上記に同じ ５０％ 

 










